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序     文 

 

日本国政府は、エリトリア国政府の要請に基づき、同国向けの食糧増産援助にかかる調査を行うこ

とを決定し、独立行政法人国際協力機構がこの調査を実施しました。 

当機構は、平成 16 年 9 月から平成 16 年 10 月まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、エリトリア国政府関係者と協議を行うとともに、現地調査を実施し、帰国後の国内作業

を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つことを願

うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

 

平成 16 年 11 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
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写真１ エクスカベーターで掘削された灌漑用浅井戸。多い場所

では、約100ｍ間隔でこのような井戸が点在する。 
写真２ 同じくエクスカベーターで掘削された浅井戸。毎年補修

を必要とする。水位が下がった場合は、さらに掘り下げる｡ 

写真３ 農業用水のため池。堰堤の維持管理にもエクスカベー

ターを含めた建設機械が使用されている。 
写真４ 1996年度の2KRで調達されたトラクター及びトレーラー。

状態は良好。 

写真５ 2001年度の2KRで調達されたトラクター及びディスクプラ

ウ。所有者は、150ナクファ/時間で、近隣農家に賃耕サービス

を提供している。 

写真６ トラクターが確保できない地域では、牛耕が行われてい

る。 



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

写真７ 農業省が管理するDekemhaleの修理場。修理工を含め

35人のスタッフを擁する。政府所有のトラクターによる賃耕サー

ビスも提供している。 

写真８ 同修理場で、点検または修理を待つトラクター。 

写真９ 2000年度の2KRで調達された修理工作車。同修理場に

配置されており、Debub州及びNorthern Red Sea州を点検・修理

のため巡回している。 

写真１０ 2001年度の2KRで調達された農薬（カルバリル

85%WP）。農業省中央倉庫に保管されている。保管状態は良

好。 

写真１１ 農薬が保管されている農業省中央倉庫の概観 写真１２ 2001年度の2KRで調達された肥料（DAP）。農業省の

中央倉庫に保管されている。次の施肥時期までに全量販売され

る予定。 
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第１章 調査の概要 

1-1 背景と目的 

(1) 背景 

日本国政府は、1967 年のガット・ケネディラウンド（KR）関税一括引き下げ交渉の一環として成

立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約1に基づき、1968 年度から食糧援助（以下、

「KR」とする）を開始した。  

一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合には農業

物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。これ以降、日

本国政府は KR の枠組みにおいて、米や麦などの食糧に加え、食糧増産に必要となる農業資機材につ

いても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 

1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KR から切り離し、「食糧増産援助（Grant 

Aid for the Increase of Food Production）（以下、「2KR」とする）」として新設した。 

以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努力を支援

することが重要である」との観点から、毎年度 200～300 億円の予算規模で 40～50 カ国に対し 2KR

を実施してきた。 

一方、外務省は、平成 14 年 7 月の外務省「変える会」の最終報告書における「食糧増産援助（2KR）

の被援助国における実態について、NGO など国民や国際機関から評価を受けて情報を公開するととも

に、廃止を前提に見直す。」との提言を受け、同年 8月の外務省改革「行動計画」において、「2KR に

ついては廃止も念頭に抜本的に見直す。」ことを発表した。 

外務省は、2KR の見直しにあたり国際協力事業団（現独立行政法人国際協力機構、以下「JICA」と

する）に対し、2KR という援助形態のあり方を検討するために調査団の派遣（2002 年 11 月～12 月）

を指示し、同調査団による「2KR 実施計画手法にかかる基礎研究」の結果も踏まえ、同年 12 月に以

下を骨子とする「見直し」を発表した。 

① 農薬は原則として供与しない。 

② ニーズや実施体制につきより詳細な事前調査を行い、モニタリング、評価体制を確認した

上で、その供与の是非を慎重に検討する。 

③ 上記の結果、平成 15 年度の 2KR 予算は、対 14 年度比で 60%削減する。 

④ 今後も引き続き、国際機関との協議や実施状況のモニタリングの強化を通じて、2KR のあり

方につき適宜見直しを行う。 

 

上記方針をふまえ外務省は、平成 15 年度の 2KR 実施に際して、2KR の要望調査対象国約 60 カ国の

中から、2KR 予算額、我が国との二国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案して 16 カ国を供与

候補国として選定し、JICA に調査の実施を指示した。 

また、以下の三点を 2KR の供与に必要な新たな条件として設定した。 

① 見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り資

金の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 

② モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度の意見交

換会の制度化 

                                                  
1現行の食糧援助規約は 1999 年に改定され、日本、アメリカ、カナダなど７カ国、および EU（欧州共同体）とその加

盟国が加盟しており、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30 万トンとなっている。 
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③ 現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO 等）の 2KR への参加機会の確保 

 

これを受けて JICA は、全候補国に現地調査団を派遣し、ニーズ、実施体制、要請の具体的な根拠

等について従来以上に詳細な調査を行うとともに、国際機関、NGO、資機材取扱業者等の広範な関係

者から 2KR に対する意見を聴取した。さらに、要請された個々の品目及び数量について必要性及び妥

当性を検討した。その結果、2 カ国について実施体制の不備等を理由に供与が見送られ、5 カ国につ

いて要請品目の一部が削除された。また、1カ国について農業機械のオペレーターやメカニックを対

象としたセミナーを内容とするソフトコンポーネントが、2KR で初めて実施された。 

 

なお、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自給に向け

た開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援して行くこととし、これまでの経緯と検討を

踏まえ、平成１７年度より、食糧増産援助を「貧困農民支援」に名称変更し、裨益対象を貧困農民、

小農とすることを一層明確化することを通じ、その上で、食糧生産の向上に向けて支援する方針であ

る。 

 

(2) 目的 

外務省は、平成 15 年度の実績をふまえ、平成 16 年度についても 16 カ国の候補国を選定し、それ

ら候補国全てについて、ニーズ、実施体制、モニタリングの現状、評価体制を確認したうえで供与の

是非を検討するため、JICA に調査の実施を指示した。本調査は、そのうちエリトリア国（以下、「「エ」

国」とする）について、平成 16 年度の 2KR 供与の可否の検討に必要な情報・資料を収集することを

目的として実施した。 

 

1-2 体制と手法 

(1) 調査実施手法 

本調査は、国内における事前準備作業、現地調査、帰国後の取りまとめから構成される。 

現地調査においては、時間的、物理的な制約の中で可能な限り「エ」国政府関係者、農家、国際

機関、NGO、資機材配布機関／業者等との協議、サイト調査、資料収集を行い、「エ」国における 2KR

のニーズ及び実施体制を確認するとともに、2KR に対する関係者の評価を聴取した。帰国後の取りま

とめにおいては、現地調査の結果を分析し、要請資機材計画の妥当性の検討を行った。 

 

(2) 調査団構成 

総  括 ：石﨑 吉男（外務省 経済協力局 無償資金協力課） 

食糧増産計画 ：橋詰 知輝（(財)日本国際協力システム 業務部） 

資機材計画 ：尾ヶ口 和典（ (財)日本国際協力システム 業務部） 
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(3) 調査日程 
 

日数 月日 

2004年 

石﨑 橋詰／尾ヶ口 

1 9月26日 日 ナイロビ→アスマラ(BA8661) 

16:00 JICA専門家及び現地職員との打合せ 

17:00 農業省との協議 

2 9月27日 月 9:00  農業省との協議 

3 9月28日 火 10:00 農業大臣表敬訪問 

16:00 農業省との協議 

4 9月29日 水 8:30  国家開発省表敬訪問 

10:00 農地農村調査(マエケル州及びデバブ州) 

16:00 農業省との協議 

5 9月30日 木 11:00 農業省との協議 

14:00 ミニッツ署名 

アスマラ→ナイロビ(BA8662) 

11:00 農業省との協議 

14:00 ミニッツ署名 

6 10月1日 金 16:00 JICA事務所報告 

ナイロビ→ 

9:30  農業機械ディーラー調査 

17:00 農業省との協議 

7 10月2日 土 →アムステルダム(KL566)→ 9:00  農地農村調査（北紅海州） 

8 10月3日 日 →東京(KL861) 資料整理 

9 10月4日 月  7:30  農地農村調査（デバブ州） 

10:00 デバブ州農業事務所 

11:00 北部郡農業事務所 

11:30 農地農村調査（デバブ州） 

15:00 デケメハレワークショップ 

10 10月5日 火  9:00  Ghinda郡農業事務所 

10:00 農地農村調査(北紅海州) 

11 10月6日 水  8:00  農業省中央倉庫 

10:00 農業省との協議 

アスマラ→ 

12 10月7日 木  →フランクフルト(LH653)→ 

13 10月8日 金  →東京(LH710) 

 



 

4 

(4) 面談者リスト 

 

農業省(Ministry of Agriculture) 

農業大臣 

Mr. Arefaine Berhe Minister of Agriculture 

 

調達供給管理課（Procurement & Supplies Management Unit） 

Mr. Asfaha Berhe Procurement Officer 

 

企画統計課（Planning & Statistics Unit） 

Mr. Solomon Haile Director, Planning & Statistics Division 

 

農業省デバブ州事務所 

Mr. Teklu Seyoum Assistant Head of Agriculture 

 

農業省北部郡事務所  

Mr. Berhane Yowhanes Head of Sub-Zoba office 

 

農業省ギンダ郡事務所  

Mr. Solomon Ghirmay Head of Sub-Zoba office 

 

国家開発省（Ministry of National Development） 

Mr. Solomon Tekle Expert 

Mr. Hagos Teclehaimanot Senior Advisor 

渡部 はなこ ODA Cordonator 

 

BISELEX PVT, LTD.（農機取扱業者） 

Mr. Ghebrejesus Ghebrelul Managing Director 

 

CONSORZIO AGRARIO DELL’ERITREA PLC（農業資機材取扱業者） 

Mr. Kifle Habtemichael Managing Director 

 

ERITREA EQUIPMENT（農機取扱業者） 

Mr. Ashebir Technical Manager 

 

在ケニア日本国大使館 

越智 友佳子 二等書記官 

 

国際協力機構(Japan International Cooperation Agency) 

Mr. G. Michael Stephanos Eritrea Liaison Officer 
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第２章  当該国における２ＫＲの実績・効果及びヒアリング結果 

 

2-1 実績 

「エ」国に対する我が国の 2KR は平成 7（1995）年度に開始され、これまでに計 5回実施されてお

り、E/N 累計額は 21.3 億円である。「エ」国の主要食用作物である各種穀物の収量を増産させるため、

表 2-1 に示すとおり、肥料、農薬、農業機械、建設機械及び車両の調達が実施されてきた。 

 

表 2-1 「エ」国に対する過去の 2KR 供与実績及び調達品目 

 

年度 1995 1996 1999 2000 2001 

E/N 額 3.0 億円 3.0 億円 5.3 億円 5.0 億円 5.0 億円 

品目 

 

農薬 

農業機械 

肥料 

農薬 

農業機械

建設機械

肥料 

農薬 

農業機械

車両 

肥料 

農薬 

農業機械

車両 

肥料 

農薬 

農業機械 

2-2 効果 

(1) 食糧増産面 

農業省の調査によれば、2KRで調達したDAP（燐安）を使用した農地と使用しなかった農地との比較

では、前者が後者の2倍の生産量を上げたとの施肥効果が報告されている。また、トラクター及び作

業機の導入により、従来よりも短期間で農作業を完了でき（一般的に人一人で人力にて1haの農地を

耕作するのに4日間かかるところ、2.5時間で作業が完了する）、適期適作が可能となったなど、機械

化による農作業の効率化という面でも2KRは貢献しているとのことである。本調査団によるサイト調

査において農家からも同様の貢献が確認された。 

以上のような効果に加え、農業省は「2KRは、農業資機材にアクセスする手段の極めて少ない同国

の農家に対して、それを可能にし、｢エ｣国の食糧増産に非常に役立っている」と評価している。また、

同省の説明では、年間降雨量が不安定であることから、国内の灌漑システムの整備は、｢エ｣国農業の

発展に必要不可欠であり、過去2KRで調達された灌漑ポンプ及びエクスカベーターは、灌漑農地の拡

大に貢献してきたとのことである（灌漑農地面積の変動について信憑性のあるデータは入手できなか

った）。 

しかしながら、2KRによる直接的な食糧増産効果を定量化することは以下の理由により困難であり、

農業省としても同様の見解を有している。 

① 農産物の生産には、投入財の利用の他に、気象条件や、灌漑施設の整備等他の要因が大きく影

響する。特に、｢エ｣国は不規則な降雨に大きく依存していることから、その変動が農産物の生

産量を大きく左右する。 

② 2KR以外の援助で調達された農業資機材や少量ながら民間ディーラーにより輸入された農業資

機材もあり（第3章3-1(3)で詳述する）、2KRのみの効果を抽出するのは非常に困難である。 
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(2) 外貨支援面 

表2-2に｢エ｣国の国際収支状況を示す。同表のとおり、1997年から2000年までの貿易収支は輸入過

多により常に大幅な赤字を記録しており、また、1998年以降は経常収支も赤字を続けている。これは、

1993年の独立以来、社会・産業基盤復興のための資機材を自国で賄えないため輸入に頼らざるを得な

かったことが大きな要因であり、今後ともこの傾向は続くものと思われる。 

このような状況の中、農業生産資機材についても状況は同じで、「エ」国では、農業資機材の調達

を輸入に依存しており、この観点から2KR援助による資機材調達は外貨支援としての効果があり「エ」

国の外貨の節約（2003年の外貨24.7百万US$）に貢献していると考えられる。 

 

 

表2-2 国際収支状況（1997～2000年） 
 

 (単位：百万US$) 

(出典：INTERNATIONAL FINANCIAL STATISTICS JULY 2004) 

 

(3) 財政支援面 

2003年度の農業省向けの予算は、896,832,680ナクファ（要求ベース、73億円相当）であるが、農

業資機材の購入（賃貸サービス用）にあてる予算は有していない。現在では、2KRが農業省による資

機材輸入の唯一の手段となっていることから、国家開発計画にも掲げられている農業機械化の推進に

大きな役割を担っており、財政支援としてその効果を確認できる。 

他方、これまで供与された2KRの見返り資金として合計35,804,176ナクファ（2.9億円相当）が積み

立てられているが、過去に使用された実績はなく、今後の有効活用と財政面への貢献が期待される。 

 

 

項目 1997 1998 1999 2000
経常収支 5.1 -292.7 -208.8 -104.7
　貿易・サービス収支 -409.6 -585.5 -546.5 -402.0
　　貿易収支 -468.5 -480.2 -489.5 -434.6
　　　輸出 56.8 28.1 20.7 36.8
　　　輸入 -525.3 -508.3 -510.2 -471.4
　　サービス収支 58.9 -105.3 -57.0 32.5
　所得収支 -3.6 4.3 6.4 -1.4
　経常移転収支 418.2 288.4 331.4 298.8
資本収支 199.7 196.9
 投資収支 255.4 197.0 196.3 63.2
　　直接投資

　　証券投資

　　その他投資 214.4 48.5 113.1 35.3
　その他資本収支 2.7 0.6
総合収支 -93.0 -11.9
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2-3 ヒアリング結果 

(1) 農家営農実態調査 

本プログラムの裨益者である農家の営農実態を把握するとともに、過去に調達した 2KR 資機材の利

活用状況を把握することを目的に農家に対しアンケート調査を実施した。本調査は、マエケル、デバ

ブ、ガシュ・バルカ、アンセバの 4 州にて、2KR 資機材購入経験のある農家から計 69 戸を選択して

実施した。 

調査結果の集計内容は表2-3のとおりである。 

 

表 2-3 農家営農実態調査集計表 

                                 （出所：農家の聞き取り） 

 

 

(ア) 作物・農業形態 

年平均雨量 500～650mm と比較的雨量の多い中央高地の主要作物はコムギ及びオオムギであり、年

平均雨量 200～400mm と乾燥している西部低地ではソルガム及びミレットが主に生産されている。 

調査を実施したいずれの州においても、大多数の農家は、2～5ha 程度の農地を所有する小規模農

家であるが、収穫した作物は自家消費の他に、市場で販売している農家も存在する。また、ガシュ・

バルカ州には、数十 ha から中には 2,000ha の農地を所有する農家も存在し、ソルガム、ミレットと

いった穀物の他に油脂作物（ゴマ）を生産している。 

 

(イ) 農業資機材の利活用状況 

①肥料 

過去に 2KR で調達された肥料のうち、尿素は最も広く使用されている。また比較的農業資機材が普

及している中央高地の農業地域では基肥としての DAP の使用頻度も高い。大部分の農家は、農業省が

各郡ごとに設置している販売所より肥料を購入しており、中央高地では、一戸あたり年間約 500kg

程度を購入・使用している。他方、西部低地ではトラクターを購入する程の経済力を持つ農家数に比

し、肥料を購入する農家数が少ない。 

農業省は FOB 価格の半額程度に価格設定して（全国一律）販売していることから、販売価格に対す

州 マエケル デバブ ガシュ･バルカ アンセバ

地形区分
中央高地 中央高地 西部低地 西部低地、

中央高地

調査対象農家数 17 21 14 17

主要生産作物

コムギ
オオムギ
マメ類
トウモロコシ

コムギ
オオムギ
マメ類

ソルガム
トウモロコシ
ゴマ

ソルガム
ミレット
ラッカセイ

耕作農地（ha/戸) 0.75-6(平均2.4） 1.5-20(平均4.0) 2-2,048(平均500) 1-4（平均2.44）

肥料使用量(kg/年/戸) 0-2,200(平均492） 100-3,000（平均519）
0-50,000

(使用農家は3件のみ)
1.5-6.75(平均284）

肥料使用率(*1) 94% 100% 21% 100%

トラクター所有率 18% 19% 64% 0%

トラクター賃借率(*2) 12% 19% 36% 59%

灌漑ポンプ所有率 59% 5% 0% 0%

*1：調査対象農家のうち、肥料を使用している農家の割合。
*2：調査対象農家のうち、トラクターを所有せず、賃耕サービスを利用している農家の割合。
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る不満は聞かれていない。他方、国内供給の全量を海外からの援助に依存しており、農家の需要を満

たしていないため、農家からは充分な量の安定供給を望む声が多く聞かれた。 

②農業機械 

調査対象農家のうち、16 戸がトラクターを所有しており、うち、6戸は耕作面積 5ha 以下の農家で

ある。所有していない農家は、必要に応じて近隣の所有者または政府による賃耕サービスを受けてい

る。賃耕料は、1時間あたり約 150 ナクファであり、この額はおよそ鶏 2羽分の市場価格（1羽約 75

ナクファ）に相当する。小規模農家にとっても手の届きやすい料金であり、利用者側からの評価は高

い。トラクターは農業省から直接販売されてきた。大方の購入者は政府が提供する、無担保、保証人

付のクレジットサービスを利用しており、賃耕サービスにより回収した代金を政府に対する返済に充

てている。 

灌漑ポンプに関しては、マエケル州では、調査対象農家のうち半数以上の農家が所有しており、ま

た、井戸及び灌漑ポンプで構築されたひとつの灌漑システムを複数の農家で使用している例も見受け

られる。この場合、井戸及び灌漑ポンプの所有者が、水を供給する対価として相当分の収穫物を各畑

の所有者から受け取ることとしている。灌漑システムは、少雨による作物への影響を受けにくくする

上に、年に 2度の収穫を可能としている。また、井戸の掘削または修復には政府が賃貸するエクスカ

ベーターを利用している（時間あたり 700 ナクファの賃貸料金を支払っている）。井戸の修復は、年

に一回程度の頻度で行う必要がある。 

一方、調査対象農家のうち、デバブ州、ガシュ・バルカ州及びアンセバ州では、灌漑ポンプを所有

している農家がほとんどいなかった。 

 

(ウ) 農民からの意見・要望 

本調査を通じて調査対象農家からは、農業省の取り組み及び2KRに対して、主として以下①～⑥の

ような意見・要望が寄せられた。 

① 農業資機材の必要性は認識しているが、資金の不足により必要な量を購入できない。 

② 市場へアクセスする手段がなく、収穫物の販売が困難。 

③ トラクターのスペアパーツの供給が十分でない。 

④ 農業資機材の供給量が充分でないため、必要な量を購入できない。 

⑤ 農業普及員による指導が十分でない。 

⑥ 作物生産量が天候に左右されるため、早生種を必要とする。 

これらのうち、③の解決のためには、今後の調達条件設定の際に需要に合わせスペアパーツ調達量

の増加を検討する必要がある。④については、農家から2KRに対して出された要望の中で最も多いも

のであったが、これは、農業資機材の調達を海外からの援助に依存する「エ」国において、2KRの重

要性と2KRに対する農家からの期待を顕著に表す結果であった。また、⑤及び⑥については、農業省

に対する要望であり、同省による今後の努力が求められる。 

 

(2)  農業省デバブ州事務所 

本事務所は、各州に設置されている農業省の出先事務所のひとつである。管轄区域には、12 の郡

事務所があり、そこでは、農家に対して農業資材（肥料及び農薬）等の販売を行う他、同事務所に配

置されている各部門（作物学、園芸学、畜産、植物防疫及び家政学）の普及員が、農家に対して必要

な指導を行い、耕地面積の拡大や生産性の向上、ひいては農民生活の向上等を図っている。デバブ州
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は、農業資機材の投入及び営農指導を通じた農業開発において生産量増大の高いポテンシャルを有し

ていることから、農業省によりガシュ・バルカ州に次ぐ第二の開発重点地域とされている。州事務所

側も、トラクター及び灌漑ポンプの供給が当地の食糧安全保障に大きく貢献すると考えており、過去

に 2KR で調達された資機材は、これらの地域に優先的に投入されている。 

農家は、最小単位の生活共同体として村落（Village）を形成しており、さらに、複数の村落でひ

とつの連合組織を形成している。うち、ひとつの村落が管理役（Adiministrative Village）になり、

管轄区域を取りまとめている。各連合組織では、個人農家参加の意見交換会を開催しており、この場

で聴取された農家の声は、農業省の郡事務所及び州事務所を通じて、農業省に汲み上げられる体制が

整っている。なお、農業協同組合も存在するが、同州においては未だ組織を構築している段階にあり、

村落と比して果たす役割は小さい。 

2KR により調達される農業機械の販売に際しては、事前に農家から購入希望者を募る。2KR 調達農

業機械の需要は高く、購入希望者数は供給量を大きく上回るため、購入者については、上述の

Administrative Village が開催する意見交換会で協議の上、最終的には、州事務所が農家の財務状

況及び所有者の地域的なバランス等を考慮して選定する。選定された農家は州事務所から農業省に伝

達され、当該農家はアスマラにて直接農業省から農業機械を購入する。購入した農業機械は、通常農

家自身が車両を手配するなどしてアスマラから自宅まで輸送する。 

トラクターの販売時には、国内の農業機械ディーラーが購入者に対して、取扱方法及び維持管理方

法等についての訓練を行う。必要に応じて後日追加的な訓練を行うこともある。これらの訓練は農業

省と調達業者間の契約で定められたアフターセールスサービスの範囲内として行われており、機材の

納品から１年以内であれば、ディーラーは無料で対応している。 

以上のとおり、州事務所では管轄区内の農業事情や資機材需要量を含めた農家からの要望を把握し

た上で、農業普及員や民間ディーラーによる必要な指導・訓練等の活動を積極的に行っており、農業

開発に対する前向きな意欲が感じられた。 

 

(3) デケメハレ農業機械ワークショップ 

本ワークショップは、全国に 6ヶ所ある農業省管轄の農業機械ワークショップのひとつである。本

ワークショップではデバブ州及び北紅海州を管轄区域としており、農業機械の点検・修理の他に政府

が所有するトラクターによる賃耕サービスも行っている。賃耕サービス用に 40 台のトラクターを所

有・管理している。また、修理工を含め常勤スタッフは 35 名おり、賃耕サービスのオペレーターは

臨時雇いを含め 240 人いる。農業機械の修理及び賃耕サービスともに、民間業者の半額程度の料金で

提供している。 

平成 12 年度（2000 年度）に 2KR で調達した修理工作車は、本ワークショップにて管理・使用され

ている。耕起シーズンを中心に出動しており、年に約 100 台のトラクターを修理している。本ワーク

ショップは管轄区域が広く修理工作車の需要が高いことから、現在保有している 1台に加え、さらに

2台必要との要望があった。また、本ワークショップの修理工からは、スペアパーツが十分に補充さ

れていないとの意見が聞かれた。 

本修理場では、更なるサービスの向上のために、必要な予算の投入が不可欠としている。現在保有

する人的資源及び施設の規模から推察して、予算投入による改善の可能性は十分に有していると思わ

れる。 
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(4) 国連食糧農業機関（FAO） 

2004 年に FAO が「エ」国で実施した事業は、継続中の案件も含め、16 件である。これらの事業の

内容は、①農業研究部門への協力、②情報部門への協力及び③食糧安全保障確保のための協力といっ

た技術協力を中心としたものに加え、④種子の緊急無償支援も実施されている。 

①農業研究部門への協力では、園芸、植物衛生、家畜生産分野の強化、発展のための技術協力が実

施されている。②情報部門への協力では、具体的には、National Food Information System への協

力があげられる。これは、農業省、FAO、WFP、Eritrean Grain Board 等が協調して実施している食

糧需給バランスの調査で地域ごとの生産作物の作柄や生産予測、各作物の生産者価格と市場価格の動

向を取りまとめているもので、統計数値の信頼度を高めるのに役立っている。また、③食糧安全保障

関連のプロジェクトでは、小規模農家に対し、小規模灌漑の導入や営農、作物管理の指導を行ってい

る他、土壌と農業用水保全型農業の指導も行っている。④種子の緊急無償支援は、戦争や旱魃による

影響を受けた農家に対し、穀物及び豆類の種子を緊急に供与するものである。 

また、上述①～③の技術協力事業においても、農薬や散布機等必要な資機材が調達されたことはあ

るものの、2KR 事業との重複はなく、2KR との調整も行われていない。また、FAO では 2KR 事業につ

いては、認識はあるものの、本事業に対する特段のコメントは寄せられていない。 

  

(5) 米国国際開発庁（USAID） 

①食糧安全保障関連の協力及び②農業・水・衛生関連の協力を実施している。継続中の事業も含め、

2004 年には 6 案件が実施された。①食糧安全保障分野では、井戸の掘削、灌漑システムの構築及び

栄養学の普及活動等が実施されており、②農業・水・衛生関連の協力では、家畜の飼育方法に関する

専門知識の普及活動等を実施している。 

FAO 同様に、2KR 事業との重複・調整はなく、特段のコメントは寄せられていない。 

 

(6) NGO 

「エ」国で活動する NGO のうち、Africare Eritrea は、1995 年に設立され、USAID から資金提供

を受けて Northern Red Sea Zoba の Naro にて、灌漑農業関連の事業（灌漑システムの構築、営農指

導及び保健・栄養学の普及活動）を実施してきた。 

また、Vision Eritrea も、1995 年の設立以降、USAID 及び EU 等から資金提供を受け、食糧安全保

障、保健・栄養部門、社会福祉及び教育関連の支援を実施してきた。同組織の活動において、2KR 事

業との重複・調整はないものの、2KR 事業については認識している。彼らからは、2KR を通じて日本

との協調のもとで開発努力を行っている農業省を、支持・賞賛する旨のコメントが寄せられた。 

 

(7) 農業資機材ディーラー 

農業省によれば、「エ」国には現在民間ディーラーは数社存在するが、充分な販売実績及び技術

力を持つと考えられる業者は2社に絞られる。この2社は、過去の2KRで調達された農業機械のアフ

ターセールスサービスを担当した実績を持ち、その契約の枠組みの中で、当地に到着した農業機

械の組立て及び農業省への納品に加え、農業機械を納入した農家への販売後のトレーニングを実

施してきた。 

これらディーラーで聞き取り調査を実施したところ、両者とも2KR調達品の受け入れを含めたこ

れまでの当地における安定した経営実績をアピールするとともに、今後の2KR調達品の受け入れに
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も前向きな意欲を示していた。他方、両者ともトラクターや灌漑ポンプ等の農業機械の輸入・販

売を行っているものの、2KR調達品との競合に対する不満や要望は呈していなかった。 

「エ」国におけるトラクター及び灌漑ポンプの輸入量及び平成16年度要請品目・数量との関係

に関しては、第3章3-1(3)及び第5章5-2にて詳述・検討する。 
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第３章  当該国における２ＫＲのニーズ 

 

3-1 農業セクターの概況 

(1) 農業開発計画 

(ア)国家開発計画における農業の位置付け 

「エ」国は、国家開発計画の中で食糧安全保障及び貧困削減を基軸とし、経済社会開発の中心を農

業振興においており、特に土壌・水保全と食用作物の増産を重点施策としている。さらに、「エ」国

政府は「中期農業開発計画（2000～2004 年）」を策定している。その主な政策目標は、同国民の生活

水準の改善、食糧の自給達成、雇用機会の創出であり、特に農業分野では、近代農業の導入、潜在的

に高い生産力を有する地域の耕地の拡大、農業試験研究・農業普及・農業教育機関の整備、肥料・農

薬の適正使用等による農業生産性の向上及び生産量の増大による農村開発を目指している。 

上記政策目標の実現のため、農業省では対象地域の農家に対し、優良種子、肥料、農薬及び農業機

械のクレジットサービスによる販売や各作物に適した栽培方法と適正な生産管理指導を行うととも

に、トラクターなどの賃貸サービスを提供している。また、灌漑ポンプの調達・活用による灌漑設備

の充実は、作付回数の増加及び天候に左右される収穫量の安定に重要な役割を果たすと考えている。 
 我が国の食糧増産援助（2KR）はこれら農業政策を支援するものと位置付けられ、本政策を実施す

るために必要な資機材の調達を我が国に対し要請したものである。 

 

(イ)農業の現状と農業省による活動 

「エ」国の耕地面積は45.1万ha(2004年 農業省)であり、これは同国の総陸地面積1,010万haの4.5％

に過ぎないが、地域によっては耕作地の拡大によって農業生産を増加させる可能性を有している。ま

た、一部地域には河川、地下水等の水資源があり、それらの水資源を活用することにより農地を灌漑

することができれば、現在は年に一回しか耕作できないが年間を通じての耕作が可能となる。このた

め農業省では、雨季の天水を貯留する築堤工事を全国で進めている他、浅井戸（写真1及び2参照）の

掘削に使用するエクスカベーターの賃貸サービスを提供するなどして農業用水の確保に取り組んで

いる。また、いくつかの地域は果樹、野菜の栽培に適しており、国内消費及び近隣諸国、特に冬期の

ヨーロッパへの輸出を目指した開発が可能である。しかしながら、｢エ｣国の少ない降雨量、厳しい経

済的制約から、耕地面積の急激な拡大は容易ではなく、農業の発展には大きな努力を要すると考えら

れている。 

「エ」国の主要食用作物はコムギ、オオムギ、ソルガム、ミレット、トウモロコシ、テフ（イネ科

の穀物、主食インジェラの原料）等である。降雨が不規則であり、大半の農家が営む小規模自給農業

は灌漑施設を持たない天水依存型の農法であるため、年毎の農業生産量の変動が著しい。また、大半

の農家は近代的な生産資機材を投入する資金的余力が無く、また農業資機材の国内供給も不定期かつ

不十分であるため農業生産性は低く不安定である。 

 

(2) 食糧生産・流通状況 

過去5年間の「エ」国の主要食用作物生産状況の推移を次頁表3-1に示す。主要食用作物の増産は「エ」

国の最重要課題であるが、「エ」国の農業はその大部分が天水を利用した伝統農法に依存しているた

め、その栽培面積、生産量は年度毎の雨量の多寡に大きく左右されている。農業省は、大多数の農家
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が営む自給自足的な伝統農業の近代化を推進するとともに、小型ダムを建設し節水型灌漑農業を行な

うなど天水依存型の農業の改善を図っている。また比較的地下水位の高い中央高地などの一部地域で

は、小型灌漑ポンプの設置により小規模な灌漑農業を行う農家もあり、野菜やトウモロコシなどを通

年栽培する農家も存在する。 

 

 

表3-1 主要食用作物の生産状況の推移 

                     （出典：FAO Statistics Database） 

1999 2000 2001 2002 2003

作付面積（ha） 20,075 20,321 11,529 5,225 13,362

生産量（t） 15,900 4,054 9,051 3,008 4,456

単収（kg/ha） 792 200 785 576 334

作付面積（ha） 43,377 46,350 48,381 40,010 43,965

生産量（t） 31,835 25,873 44,934 9,736 8,576

単収（kg/ha） 734 558 929 243 195

作付面積（ha） 80,000 40,733 40,420 40,000 40,000

生産量（t） 23,231 4,538 30,267 5,796 16,935

単収（kg/ha） 290 111 749 145 423

作付面積（ha） 236,372 146,389 165,821 166,296 200,933

生産量（t） 207,197 61,956 78,759 33,583 64,061

単収（kg/ha） 877 423 475 202 319

作付面積（ha） 35,739 23,182 22,458 26,163 20,000

生産量（t） 27,518 13,780 25,423 13,000 4,755

単収（kg/ha） 770 594 1,132 497 238

テフ 作付面積（ha） 25,000 20,000 30,000 30,000 31,456

(その他） 生産量（t） 13,147 10,415 19,551 3,191 7,161

単収（kg/ha） 526 521 652 106 228

作付面積（ha） 440,563 296,975 318,609 307,694 349,716

生産量（t） 318,828 120,616 207,985 68,314 105,944

単収（kg/ha） 724 406 653 222 303

コムギ

穀類全体

トウモロコシ

オオムギ

ミレット

ソルガム



 14

次に、「エ」国の食糧消費量と国内生産量の関係を図3-1に示す。図3-1は、穀物に加え豆類及び油脂

植物に分類されるゴマが食糧として統計に含まれている。統計によると1992年以降では、天候に恵ま

れ生産量が消費量を上回った1998年を除き、消費量に対する生産量の割合は10％から70％の間を推移

しており、国内需要量を充足するには海外からの食糧援助に頼らざるをえない状況にある。また、国

内消費量は、人口の増加に伴い年々増加傾向にあり、農地の拡大及び単収の増加による作物生産量の

増加とその安定生産が不可欠である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3-1 「エ」国の食糧消費量と国内生産量の推移 

 

                                （出所：農業省） 

 

「エ」国の農業地帯は気象条件、地理的条件より西部低地（ガシュ・バルカ州など）、中央高地（マ

エケル州、デバブ州など）、東部低地（北紅海州など）の三地域に分類できる。各地域の概要は以下

のとおりである。 

 

（ア）西部低地（ガシュ・バルカ州）： 

中央高地の西側に広がる西部低地は「エ」国で最も農業生産量の高い地域で、「エ」国農業政策の

最重点地域でもある。平年では雨季に200～400mm程度の雨量があり、2003年の統計によれば、同年の

総穀物生産量の58％に当たる約6万トンをガシュ･バルカ州にて生産している。また、国内で生産され

るソルガム及びミレットの75%は、この地域で生産されている。中央高地と比して人口が少ないため

一戸あたりの耕作面積は広く、中には2,000ha以上の農地を所有し果樹、綿等の商業生産を行ってい

る農家も存在する。しかしながら大多数の農家は雨季の降雨に依存した伝統農法によりソルガム及び

ミレット等を生産している。農業生産が盛んで、潜在力も高く、農業資機材を投入しやすい地域でも

あることから、過去に2KRで調達されたトラクターの約44％に当たる109台がこの地域の農家に販売さ

れている。また、今までの2KRで調達された肥料の約30%もこの地域に投入されている。一方、エチオ

ピア国境付近は依然地雷や不発弾が埋設されており、農地の荒廃が進んでいる。 
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（イ）中央高地（マエケル州、デバブ州）： 

アスマラを含む中央高地は標高2,000m前後あり、エチオピアとの国境にかけての盆地部では、平年

では年間500～650mm程度の雨量があり西部低地に次ぐ穀倉地帯である。地下水位の高い一部の地域で

は浅井戸による灌漑農業により、トウモロコシや野菜類を通年栽培している農家も存在する。これま

では雨季の直前に牛等の畜耕により農地を耕起していたが、近年ではトラクターによる耕起が普及し

ており、この地域の農家は資金に余裕がある限り、トラクターを所有する近隣農家または農業省によ

る賃耕サービスを利用している。また2KRで調達された肥料の48％、灌漑ポンプの57％が同地域に投

入されており、「エ」国の中では先進的な地域でもある。2002年の統計によれば、コムギ、オオムギ、

トウモロコシ及びテフの90％以上をこの地域で生産している。 

 

（ウ）東部低地（北紅海州）： 

北紅海州を含む東部低地は紅海に面した酷暑地帯で、一年を通じてほとんど雨が降らず、海岸沿い

は土漠、砂漠が広がり農業にはあまり適していない。また、人口が少なく、道路などのインフラも未

整備であることから、耕地面積は小さく、農業生産は「エ」国の中では最も少ない。 

農業はアラブ系遊牧民が営む牧畜がこの地域の主流であるが、中央高地と紅海沿いの土漠地帯との

間に広がる扇状地帯には、山間部に降る雨水が洪水となって溢れる肥沃な土地があり、これら地域で

は Spate Irrigation（洪水灌漑）による農業生産の潜在力があると考えられている。 

 

 

(3) 農業資機材の生産・流通状況 

（ア）肥料 

「エ」国内で肥料は生産されておらず、また輸入から国内配布までの民間市場も未だ成立していな

いことから、肥料の輸入・販売を行っているのは政府農業省のみである。しかしながら、農業省は肥

料を輸入するための予算を有していないため、肥料の調達に関しては、2KRを含む海外からの援助に

依存している。最近5年間の調達実績（1999年以降）を次頁表3-2に示す。近年輸入実績のある肥料は

尿素、DAP及びSOPの3品目のみであり、1999年と2000年にはEU、サウジアラビア、カタールからの援

助により尿素及びDAPを調達している。2001年以降に関しては、他ドナーからの援助は、2001年にア

フリカ開発銀行（African Development Bank :ADB）から得たDAP3,000Mtのみであり、1999年から2003

年までの肥料の全輸入量に占める2KR肥料の割合は64％に及んでいる。 
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表3-2 肥料の輸入実績 

                             （単位：t） 

                          （出所：農業省） 

  

 

（イ）農業機械 

農業機械は国内では簡易な農具を除き生産されておらず、各種農業機械を海外から輸入している。

肥料同様、農業省は農業機械の購入に当てる予算を有していないため、政府の調達としては、2KR等

海外からの援助に依存している。他方、「エ」国内には商業ベースで灌漑ポンプ等の水資源関連機材

及びトラクターとその作業機を輸入する農業機械のディーラーが存在する。灌漑ポンプは5HP程度の

小型のものから150HP程度の大型のものまで様々な需要があり、国内全体で年間500～1,200台程度を

輸入・販売している。また、トラクターは、灌漑ポンプほどの国内市場が未だ成立しておらず、民間

による年間の輸入台数は、20～30台程度に留まっている。最近5年間の灌漑ポンプ及びトラクターの

調達実績をそれぞれ表3-3及び次頁表3-4に示す。 

 

 

表3-3 灌漑ポンプの輸入実績 

              (単位：台) 

             (出所：農業省) 

年 肥料の種類 数量 調達資金ソース 年度別合計

尿素 3,492 サウジアラビア

尿素 24,167 カタール

DAP 6,983 サウジアラビア

DAP 11,831 EU

2000 尿素 11,959 カタール 11,959

DAP 1,350 日本（2KR）

SOP 420 日本（2KR）

DAP 1,457 日本（2KR）

DAP 3,000 ADB

SOP 452 日本（2KR）

尿素 724 日本（2KR）

DAP 941 日本（2KR）
2003

46,472

1,770

4,909

1,665

1999

2001

2002

２KR 民間調達 合計

1999 530 530

2000 584 584

2001 100 650 750

2002 100 1,178 1,278

2003 100 805 905

合計 300 3,747 4,047
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表3-4 トラクターの輸入実績 

               (単位：台) 

           (出所：農業省) 

 

「エ」国は1993年に独立した新興国で、経済活動は依然脆弱であり、農業資機材を生産するメーカー

は同国内に存在しない。また、農業資機材を輸入販売する民間業者もごく限られている。エチオピア

との間で30年間続いた独立闘争時代から、海外からの援助や物資の補給が途絶えていたため、農業資

機材は独立当初より極端に不足しており、現在もこの状況は続いている。農業省は民間部門育成の必

要性は十分認識しているものの、民間部門が脆弱な現状では、当面は農業省が我が国の2KR等により

農業資機材の輸入販売を行い、民間部門を補完せざるを得ない状況にある。 

 

 

3-2 ターゲットグループ 

(1)  国民の食糧事情 

「エ」国の食糧事情を次頁表 3-5 に示す。2002 年の一人あたりのカロリー摂取量は 1,513 kcal/人/

日であり、アフリカ平均 2,425 Kcal/人/日を大きく下回る値となっている。たんぱく質及び脂質の

摂取量についても、それぞれ日本の値 91.8g/人/日及び 84.6g/人/日の約 1/2 及び 1/3 に留まってい

る。 

 

 

 

表 3-5 「エ」国におけるカロリー及び主要栄養素摂取量 

                      （出典：FAO Statistics Database） 

 

 

(2)  農業形態 

（ア）土地利用 

農業は「エ」国の主要産業であり、全労働人口の76.9%（2001年）が農業部門に従事し農業を主た

項目 単位 1998 1999 2000 2001 2002

カロリー摂取量 kcal/人/日 1,580 1,540 1,528 1,531 1,513

たんぱく質摂取量ｇ/人/日 51 50 49 48 45

脂質摂取量 ｇ/人/日 22 22 24 30 29

２KR 民間調達 合計

1999 30 30

2000 31 31

2001 50 24 74

2002 58 26 84

2003 91 20 111

合計 199 131 330
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る生計手段としている。しかしながら、ほとんどの農業生産は天水依存型の伝統農法であるため、年

毎の生産量の変動が著しい。加えて比較的農業生産性の高いエチオピアとの国境線沿いには、未だに

地雷や不発弾が残っており農業生産活動を阻害している。農業省は、今次2KRが主に上記天水依存型

農家の生産量改善に貢献することを期待している。 

 

（イ）作期  

降雨は 6 月中旬～9 月中旬の大雨季と 2 月～3 月の小雨季に集中しており、年平均降雨量は、中央

高地地域では 500～650mm、西部低地 200～400mm、東部低地では 50mm 以下と少ない。大部分の農家が

行っている天水依存型の農業では、第 5章図 5-1 農業カレンダーに示すとおり、作期の長いソルガム

及びトウモロコシは、2 月～3 月の小雨季に、作期の短いミレット及びテフは、6 月～7 月に耕起･播

種を行い、9月～10 月に収穫する。 

 

（ウ）灌漑状況  

耕作可能面積に対する灌漑地面積の割合は、農業省によれば 4.4％である。マエケル州など地下水

の水位が高く、浅井戸による水の利用が可能な地域では、農業省が賃貸サービスを提供するエクスカ

ベーターで深さ 7～10m 程度の井戸を掘り（写真 1及び 2参照）、灌漑ポンプで汲み上げて農地に水を

引いている。多いところでは、約 100m 間隔で井戸を作っており、年 2 回の作付けを可能にするとと

もに、天水に左右されやすい収穫量を安定させている。なお、降雨量の減少により、井戸の水位が低

下した際には、さらに井戸を掘り進めるなど、井戸は年一回程度の頻度で農家自身がメンテナンスを

行っている。 

 

（エ）営農規模 

アンケート調査の結果より、大多数の農家が一戸あたり 2～5ha 程度の農地を耕作する小規模農家

であると推察される。自己の所有地に加え、借地でも耕作している農家も少なくないが、土地を所有

せず、借地のみで耕作している農家は、調査を行った 69 戸の農家のうち、1戸のみであった。また、

ガシュ・バルカ州には、数十 ha から中には 2000ha 程の農地を所有する農家も存在する。 

 

（オ）施肥  

「エ」国で使用されている肥料は、主に尿素及び DAP である。適切な施肥量、施肥時期については、

農業普及員により指導が行われている。尿素、DAP 共に 100kg/ha を施肥規準として使用されている。

同国の耕作面積は、45 万 ha を超えるため、計算上全ての耕地をカバーするには、4.5 万トンの肥料

が必要となる。 

 

（カ）機械化  

トラクターに関しては、国内生産はなく民間市場による輸入・販売のシステムも未だ構築されてい

ないため充分な供給がなされておらず、一部に普及しているのみである。トラクターを所有していな

い農家は、所有する農家または政府等による賃耕サービスを利用するか、あるいは牛耕などの伝統農

法により耕起を行っている。 

灌漑ポンプは、浅井戸による地下水の利用が定着している地域で需要が高い。トラクターに先駆け

て民間による輸入・販売ルートが構築されつつある。 
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(3) 農業資機材購入能力 

資機材の購入能力については、農業収支状況のみならず、対象資機材の費用対効果への認識、農業

外収入を含めた収支状況、生活上の（支出）優先事項といった要素が複雑に絡み合っており、本調査

で購入能力を分析することは困難である。本調査において、農家から得た情報を整理すると後述のと

おりである。 

肥料を購入している農家のうち、8割以上は DAP と尿素の双方を購入し、それぞれを元肥、追肥と

して使い分けており、農業普及員の指導などにより使用法、効用を理解していると考えられる。また、

耕作面積が 2ha 程度の農家であっても、生産作物を市場で販売する農家もあり、肥料購入のための現

金収入を獲得する手段を有している（ただし市場へのアクセスが困難な地域もある）。 

トラクターに関しては、前述のとおり購入者だけでなく、近隣の農家も使用できる体制になってお

り、購入能力のない農家にも裨益している。 

灌漑ポンプは水資源の活用に不可欠な機材であり、特に浅井戸を利用する地域の農家に需要が高い。

徐々に民間市場が成り立ちつつあり、他の機材と比して民間流通品を購入する農家も多い。 

 農業省は資機材の購入者に対してクレジットサービスを提供しているため、小規模農家に対しても

トラクター等の購入を可能にしている。 
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第 4 章 実施体制 

4-1 資機材の配布・管理体制 

 

（1）実施機関 

要請の対外的な窓口は国家開発省であるが、国内需要調査、資機材調達、販売・配布、賃貸サービ

スの提供及び見返り資金の管理までを一括して農業省が実施責任を負っている。2KRの各ステージに

おける「エ」の実施責任省庁及び部署を表4- 1に示す。また、次頁図4-1に農業省の組織図を示す。 

 

表4-1 実施機関一覧 

                         （出所：農業省） 

 

 

「エ」国では、地方行政区分である州及び郡単位に農業省地方事務所があり、農業省はそれら事務

所を通して、需要の取りまとめ、資材の配布販売、機材購入者の選定、農業普及員による農家指導及

び機材の購入者に対する操作訓練等の、地方レベルでの活動に当っている。 

また、農業省は、地方事務所の他に全国6箇所ある常設ワークショップ（22頁図4-2参照）を通じて

スペアパーツの販売やメンテナンス等のアフターサービス及び賃耕サービスを実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要請窓口省庁 国家開発省

総合実施責任省庁 農業省

要望調査票作成部局 農業省計画統計部

入札責任部局 農業省管理財政部調達管理供給課

配布責任部局 農業省農業促進開発局

見返り資金積立て・管理責任部局 農業省管理財政部

見返り資金使途決定･申請部局 農業省計画統計部

支払授権書(A/P)発給機関 エリトリア銀行
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図 4-2 全国のワークショップ 

 

 

（2）配布・販売方法 

 

全品目とも農業省が配布・販売を行う。カテゴリーごとの配布・販売体制を以下に詳述する。 

（ア）肥料 

各州にある農業事務所は各郡からの需要報告をもとに必要数量を農業省に要請し、農業省にて各郡

への配布量が決定される。その後、マッサワ港に到着した肥料は一旦全量アスマラにある中央倉庫に

搬入され、決定された各郡の配布量に応じて、中央から直接各郡レベルの農業事務所に届けられる。 

各郡には農業省の販売所が設置されており、農家はここで必要な肥料を購入する。販売価格は農家

の購買力を考慮し、調達価格より安価で販売されている（表4-2参照）。価格は全国一律で、尿素110

ナクファ/100kg、DAP147ナクファ/100kgで販売されている。代金は現金払いが原則ではあるが、クレ

ジットの制度もあり、収穫後に後払いとすることも可能である。販売価格は調達価格（CIF価格）の3

割程度に設定されている。 

 

表4-2 肥料販売価格と調達価格の比較 

 DAP 尿素 
販売価格 147 ナクファ/100kg

（約 1,500 円） 
110 ナクファ/100kg
（約 1,000 円） 

平成 13年度 2KR調達
価格（CIF 価格） 

4,420 円/100kg 3,550 円/100kg 

                      （出所：農業省）    

 

（イ）農業機械 

農業機械の配布形態は、品目により販売向け及び賃貸向けの２つに分かれる。 

 

0 100km

Asmara 中央
ワークショップ

N 

：計画対象地域 

GOLUJ 
ワークショップ 

 
KEREN   

ワークショップ 

DEKEMEHARE
ワークショップ 

Maekel
ワークショップ 

BARENTU 
ワークショップ 
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① 販売向け機材（トラクター及び作業機、灌漑ポンプ） 

アスマラに到着した機材は、納入商社のエージェントに指定されている国内ディーラーにて組立て

られ、農業省から直接購入希望者に販売する。 

販売用の 2KR 機材の調達台数が入札を経て確定すると、農業省は各州からの要請数量をベースに穀

物生産量に応じて州ごとに各機材の配布台数を割り当てる。（表 4-3 参照）。 

次に各州の農業事務所は割り当てられた機材を、郡ごとの農業機械の不足の程度や購入者自身の購

買力、農業機械の操作技術レベルなどを考慮して購入希望者リストより販売先を決定する。購入者は、

複数の村落から構成される連合組織が主催する会議を経て選定されており、同会議には個人農家が参

加することもできるため、公平性は確保されている。アスマラから各地域までの輸送手段は購入者側

が手配することとしている。購入が決定した組織または農家は農業省と直接売買契約をする。代金は

調達価格（CIF 価格）にマッサワ港からアスマラまでの国内輸送費を上乗せした価格である。農業省

は手数料を上乗せしておらず、設定価格は市場価格よりやや低めとなっている。現金一括払いで購入

する農家もいるが購入者の 10～15%に留まっており、一般的にはクレジット制度を利用し代金を支払

う。農家は売買金額の最低 30％を前払い金として農業省に支払い、残りをエリトリア投資銀行が実

施する最長 5年間のローンを組み返済する。 

トラクター及び作業機はセットで販売することを予定しているが、個人農家を対象とする機材とし

て比較的高価であることから、購入者が購買力のある大規模農家に偏るのを防ぎ、より確実に小規模

農家への裨益を確保するために、平成 16 年度の調達分以降は、本機材の販売対象者を個人農家では

なく、村落または農業協同組合といった農民グループに限定することとした。また、購入した機関が

機材の管理及び当該地域の農家への賃耕サービスを行い、近隣の個人農家への裨益を確保することと

している。 

 

表 4-3 2000 年度 2KR にて調達した主要農業機械の配布結果 

品目 調達数量 マエケル州 デバブ州 アンセバ州
ガシュ・バ

ルカ州 
北紅海州

乗用トラクター 91 10 21 10 40 10

ディスクプラウ 91 10 21 10 40 10

ディスクハロー 91 10 21 10 40 10

トレーラー 16 3 2 2 7 2

灌漑ポンプ（水冷） 50  4 15  31

灌漑ポンプ（空冷） 50 24 16 10    

コンバインハーベスター 6 6        

（出所：農業省）   

 

② 賃貸向け機材（エクスカベーター） 

農業省が管理し、賃貸サービス向けに使用される。本サービスのシステムは、次項(3)「農業機械

の賃貸システム」にて詳述する。 
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(3) 農業機械の賃貸システム 

農業省は、独自に所有するトラクターや2KRで調達した一部の機材（建設機械等）を用い、農家に

対し賃貸サービスを提供している。本賃貸サービスを希望する農家は農業省の州レベル農業事務所に

必要な農業機械と時期を申請する。各農業事務所は要請を取りまとめ、管轄地域にある機材と台数を

確認し、不足することが予想される場合、他の地域から手配を依頼することもある。その後、作業適

期を見極めつつ、村落ごとに作業を行う。農業機械は農業省のオペレーターが作業を行い、農家自身

は作業を行わない。賃貸料金は現金で前払いが原則であるが、収穫後の後払いやクレジット払いも認

められている。農家からの需要は非常に高く、トラクターによるプラウイングの繁忙期には3交代制

で24時間稼動することもある。夜間はトラクターの前後にライトを取り付け作業を行う。2KRで調達

されたトラクター及びその作業機は地域の農家に販売され、農業省が実施しているこの賃貸サービス

を補完するものと期待されている。これら農家が近隣農家に行う賃耕料金は農家自身が独自に決定し

ているが、農繁期には農業省の設定価格（約150ナクファ/時間、馬力、モデルにより若干の価格差あ

り）より高くなり、閑散期には安くなる傾向があるとのことである。 

 

(4) 農業機械の維持・管理体制 

農業省は自身が所有するトラクターなどの農業機械のみならず一般農家が所有する農業機械に対

する保守管理にも力を入れている。2KRで調達される農業機械を購入した農家は、購入の際に必ず当

該メーカーの現地ディーラーより直接取り扱いの指導を受ける。このメーカー技術者からの指導は各

地のフィールドで行われ、農業省のエンジニアも参加するため、彼らのスキルアップにも役立ってい

る。農業省が所有する農業機械については定期的なオーバーホールの実施や点検項目がマニュアル化

されている。 

一方、一般農家に販売された農業機械は、農業機械化局が管轄する「エ」国全土に6カ所あるワー

クショップと農業シーズンのみ稼動するサブステーション（毎年30箇所程度）からアフターサービス

を実施している。また、緊急性の高い一部の消耗部品は各ワークショップに常時ストックされており、

農業機械の故障に迅速に対応できる体制を整えている。更に、全国に3台ある移動工作車はデバブ州

に1台、ガシュ・バルカ州に2台配置されており、ここから全国を巡回し農業機械の維持管理に貢献し

ている。 

 聞き取り調査によれば、民間ディーラーのワークショップがアスマラにしかなく遠隔地のユーザー

にきめ細かなアフターセールスサービスを展開できないのに対し、農業省のアフターサービス体制は

前述のとおり、農業省は各地にワークショップをもっていることから、ユーザーからの信頼は高い。 

平成 11 年度（1999 年度）と平成 12 年度（2000 年度）に調達された移動工作車計 3 台は遠隔地域

にある農業省が所有する農業機械のメンテナンスなどに使用されている。農繁期には各遠隔地を巡回

し、農家へ販売された農業機械のアフターサービスや農業省スタッフによる技術指導に利用され、移

動工作車の運用計画に余裕があれば、農家からの要請に応じて有償にて農業機械の応急修理に応じて

いる。 

 

(5) 販売後のフォローアップ体制 

農業改良普及員が施肥方法、栽培方法などを巡回指導している。農業機械の購入者に対しては、国

内のディーラーが点検整備、故障修理技術及び作業機別運転操作等の指導を行う。また、必要に応じ

て追加的な訓練を行う場合もある。これらディーラーによる指導及び訓練は、入札図書で定めたアフ
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ターセールスサービスの期間中（納品後 1年間）であれば、無料で行われている。 

平成 16 年度の調達機材に関しては、ディーラーによる指導・訓練の内容を拡充させる予定である。

従来どおり講師は機材ディーラーとし、トラクターについては 90 日間、灌漑ポンプについては 30

日間の徹底した指導・訓練を行う。修了者には免許を交付する予定である。資金は見返り資金を当て

ることで調査団と合意した。 

 

 

4-2 見返り資金の管理体制 

 

見返り資金の管理は農業省が担当しており、エリトリア商業銀行に開設されている 2KR 見返り資金

専用口座にて管理されている。 

現在までの 2KR 見返り資金専用口座の積み立て状況は表 4-4 のとおりである。 

 

 

表 4-4 見返り資金積立状況 

                              （2004 年 9 月現在）    

年度 
供与額 

（円） 

積立義務額 

（ナクファ） 

（FOB1/3 相当額）

積立額 

（ナクファ）
積立率 積立期限 

1995 300,000,000 4,647,998 4,647,998 100% 2000 年 2 月 27 日

1996 300,000,000 5,315,701 5,315,701 100% 2001 年 2 月 28 日

1999 530,000,000 10,274,849 10,274,849 100% 2004 年 4 月 9 日

2000 500,000,000 10,923,923 8,192,942 75% 2005 年 4 月 8 日

2001 500,000,000 15,384,126 7,372,686 48% 2006 年 6 月 25 日

合計 2,130,000,000 46,546,597 35,804,176 77%  

                                （出所：農業省） 

 

 

(1) 見返り資金不足分 

 過去 5度供与された 2KR のうち、1995 年度、1996 年度及び 1999 年度は、既に積立義務額を積み立

てている。残りの 2000 年度及び 2001 年度に関しては、引き続き積立中であり、積立期限までに義務

額まで積み立てられる予定である。 

 

 

(2) 積み立て方法 

見返り資金の積立に関しては、農業省が資機材の販売・賃貸により得られた代金を、エリトリア商

業銀行に開設されている見返り資金専用口座に管理している。肥料・農薬に関しては各郡レベルにあ

る資機材等の販売所を通じてエリトリア商業銀行に開設されている見返り資金口座へ積み立てられ
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る。農業機械に関しては、中央レベルで直接受益農家に販売されるため、農業省が直接代金の回収及

び積立を実施している。 

 

(3) 見返り資金プロジェクト 

今までに見返り資金を使用した実績はない。前述のとおり今後、２KR 調達資機材の購入者に対す

る訓練を見返り資金を使用して実施することとしている。 

使途については、農業省計画統計部にて省内の要請を取りまとめた上で、対外要請窓口である国家

開発省を通じて日本側に申請される。 

 

(4) 外部監査体制 

農業省が監査法人を雇用し、見返り資金に係る外部監査を実施することで合意した。 

なお、「エ」国では、これまで監査は行われていない。 

 

4-3 モニタリング・評価体制 

「エ」国では、前述のとおり肥料は郡事務所の販売所にて農家に販売し、販売向けの農業機械は、

農業省から直接農家に販売している。農業省の中央倉庫では倉庫管理者が物資の出入りを一元的に管

理しているため、各地方の州への配分量及び在庫量については把握している。また、肥料については、

最終エンドユーザーである農家への販売は、郡事務所の販売所にて行われているため、郡レベルまで

販売量・在庫量の確認を行える体制になっている。 

「エ」国では、これまで 2KR 事業に関する定期的なモニタリング報告書の作成は行っていないもの

の、2KR の要請書作成時やコミッティ会議の準備の際などに、必要に応じ在庫量の確認を実施してき

ている。また、資機材を購入した末端農家に対する 2KR 事業に関する要望及び 2KR 資機材の購入量等

の調査も、今次現地調査に先立ち 69 戸の農家に対して実施されており、労力・人件費については別

途検討を要するものの、モニタリング活動の実施は可能な体制にあるといえる。 

今次調査において、調査団よりモニタリング報告書のサンプルを先方に渡し、この様式の使用を含

む新たなモニタリング方法によりモニタリングが可能か確認したところ、先方は可能である旨回答し

た。 

 

4-4 政府間協議会と 2KR 連絡協議会 

「エ」国では 2KR の実施を効果的に行うため、案件が実施されるごとに 1度、同国政府代表と我が

国政府との間で、以下の事項について政府間協議を実施している。最近の協議会は 2003 年 3 月に実

施された。 

また、本調査団との協議において、年１回の政府間協議会に加えて、今後 4半期に１回の連絡協議

会を開催することについても双方で確認した。 

① 2KR により調達された農業資機材の被援助国における配布・活用状況及び食糧増産効果の評価 

② 見返り資金の積立て状況 

③ 見返り資金の有効活用計画の進捗状況 

④ 2KR 及び見返り資金使途プロジェクトの応報 

⑤ 2KR 実施に係る問題事項の解決 

⑥ その他の事項 



 

 27

4-5 ステークホルダーの参加 

最も重要なステークホルダーである農家の 2KR への参加について、農業省では、農業資機材の需要

を含めた農家の要望を聴取しており、2KR の要請品目及び要請数量の選定に際し、それらの要望を反

映させている。また、前述のとおり農業機械の購入者に対しては、購入に際し国内のディーラーによ

る取扱説明及び操作訓練を実施しているが、農家の要望等により必要と判断されれば同業者による追

加訓練も農業省が手配し実施されている。 

さらには、肥料に関しては、民間による輸入及び国内流通がないため、政府による設定価格（CIF

額の 3 割程度）で販売されているが、この額の設定においても、農家の購買能力を調査・考慮の上、

決定されている。 

 

4-6 広報 

「エ」国の 2KR 実施機関である農業省は、交換公文の署名式に際し、新聞、テレビ、ラジオ等のメ

ディアを通して、2KR の広報を行ってきている。 

また、特に、エンドユーザーである農民に対しては、農家が支払う肥料代金は、回収後、見返り資

金として積み立てられ、同国の社会経済開発のために使用されることなど、2KR の役割や意義を伝え

て行くことが、単に農業資機材の援助ということに留まらず、2KR 援助の全体的な意味を理解するた

めにも必要と思われる。 

現在までのところ、見返り資金を使用した実績はないが、今後、見返り資金によりプロジェクトを

実施する際には、その内容や状況等について、一部の関係者のみならず、国民全てが広く理解し、同

国の経済社会開発への貢献が認識されるよう一層の広報活動に勤める必要がある。 
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第 5 章 資機材計画 

5-1 要請内容の検討 

 

(1) 対象地域・対象作物 

本プログラムの対象作物はコムギ、オオムギ、ソルガム、パールミレット、トウモロコシ及びテフ

である。何れも「エ」国において、国民の主要食用作物として位置付けられている。第3章3-1(2)で

述べたとおり、「エ」国では主要食用作物の国内消費量を国内生産だけで満たせておらず、これらの

穀物の増産は、食糧安全保障上不可欠である。また、農業資機材が必要量に対して充分に供給されて

いないのが現状であり、資機材の普及による生産量の増加のポテンシャルを多分に有していることか

ら、「エ」国ではこれらの穀物を2KRの対象作物とすることは妥当である。 

また対象地域は、上記穀物が栽培されているマエケル、デバブ、アンセバ、ガシュ･バルカ、北紅

海及びの5州である。南紅海州は2KRの対象地域とされていないが、これは同州は人口が少なく、高温

乾燥地域で農業生産には適していないこと、及び農業省の地方事務所が設置されていないことによる。

対象作物の州別作付面積及び生産量を表5-1に示す。 

 

 

表5-1 対象作物の州別作付面積及び生産量 

                                 （出所：農業省）  

 

 

(2) 要請品目・要請数量 

 本件 2KR における「エ」国からの 2003 年度 2KR 資機材要請内容を次頁表 5-2 に示す。 

作付面積
(Ha)

生産量
(Mt)

作付面積
(Ha)

生産量
(Mt)

作付面積
(Ha)

生産量
(Mt)

作付面積
(Ha)

生産量
(Mt)

作付面積
(Ha)

生産量
(Mt)

作付面積
(Ha)

生産量
(Mt)

コムギ 6,497 975 11,537 2,307 536 80 386 50 200 30 19,156 3,442

オオムギ 14,003 2,100 20,678 5,170 4,159 624 2,900 348 2,225 334 43,965 8,576

ソルガム 30 3 38,793 3,879 17,311 2,597 136,379 51,688 8,420 5,894 200,933 64,061

パールミレット 0 0 0 0 21,568 3,235 41,513 8,303 1,400 210 64,481 11,748

トウモロコシ 77 15 9,503 3,801 1,436 215 636 83 1,710 342 13,362 4,456

テフ 184 18 30,827 7,090 0 0 410 53 35 0 31,456 7,161

合計 20,791 3,111 111,338 22,247 45,010 6,751 182,224 60,525 13,990 6,810 373,353 99,444

北紅海 合計マエケル
作物

デバブ アンセバ ガシュ・バルカ
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表 5-2 2003 年度 2KR 要請内容 

カテゴリー 資機材名 仕様 数量 

肥料 尿素 46%N 6,000 Mt

トラクター 80 馬力 40 台

トラクター 100 馬力 80 台

ディスクプラウ 4 条 40 台

ディスクプラウ 5 条 80 台

ディスクハロー 20” x 24 40 台

ディスクハロー 20” x 28 80 台

トレーラー 5 t 120 台

農業機械 

灌漑ポンプ 4”x 4” 200 台

建設機械 エクスカベーター 140 馬力 1 台

                         （出所：農業省）  

 

要請品目は、「エ」国の農家が使い慣れている肥料（尿素）、販売用のトラクター及びその作業機、

灌漑ポンプ、そしてエクスカベーターであり、過去の 2KR で調達された品目のうち、特に需要の高い

資機材に絞られている。また、当初「エ」国からの要請では、ピックアップトラックも含まれていた

が、本品目は汎用性が高く、食糧増産目的の使用の確保が困難であることから、今次現地調査の際に、

「エ」国農業省が要請を取り下げた。 

 

 

5-2 選定品目･選定数量 

以下に、各要請品目の使用目的及び妥当性につき詳述する。 

(1) 尿素 （6,000t） 

本品目は、「エ」国において、各穀物を対象として使用されており、最も消費量の多い肥料である。

そのため、使用方法を理解している農家が多い。また、農家を指導している各地の農業普及員として

も適切な指導が可能であり、当国の食糧増産計画を支援する調達資材として妥当であると言える。 

農業省では、国内の需要調査の結果、6,000t の尿素を要請しているが、当国では 100kg/ha の割合

で使用することから、施肥加能面積は 60,000ha となり、要請数量は耕作面積約 45 万 ha を擁する「エ」

国の必要量の一部を満たすものである。また、「エ」国では、過去 5年間で、年平均 8,000t の尿素を

販売・消費しており、なおかつ、今後見込まれる肥料の調達手段が 2KR のみであることに鑑みると、

要請数量は、過大な数量ではないと判断できる。 

 

(2) 乗用トラクター  80 馬力（40 台） 

(3) 乗用トラクター 100 馬力（80 台） 

今次要請のトラクターは80馬力及び100馬力クラスのトラクターで、主として畑地での耕起作業等

に使用される予定である。これまでに2KRにより調達されたトラクターもすべて80馬力と100馬力ク

ラスの2機種のみである。これは、「エ」国ではこのクラスのトラクターが最も普及しており、農

業省に購入申請されているものも60-100馬力クラスのもののみであることによる。民間ディーラ
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ーが輸入販売しているものも80-100馬力クラスのものが大多数を占めており、農業省はアフター

サービスの観点から農業機械の規格をできるだけ統一したい意向を持っている。また、小型の歩

行用トラクターは野菜栽培などに需要があるが、2KRが対象とするソルガムなどの穀物生産には全

くニーズが無い。また150馬力以上の大型トラクターも農家の購買力や、前述した規格統一の観点

から妥当ではないと判断される。2機種要請しているのは、各購買者の資金力を考慮し選択肢を残

しているもので、要請は合理的であると判断される。 

次に本機材の要請内容を民間市場への影響面から考察する。農業省によれば、「エ」国には現在

民間ディーラーは数社存在するが、充分な販売実績及び技術力を持つと考えられる業者は2社に絞

られる。2KR機材の調達により、民間企業の育成を阻害する可能性は否定できないものの、これら

ディーラーからの聞き取り調査では、2KRに対する不満は聞かれず、むしろ、2KRの現地代理店と

して関与する可能性に対する積極的な姿勢と期待が見受けられた。また、これらディーラーにと

ってトラクターは主力商品ではないことから、2KRによる本品目の調達が国内市場を乱す要因とは

ならないと考えられる。 

「エ」国にはトラクターを含む農業機械が著しく不足しており、作付の適期に耕作を行うこと

及び耕作地の拡大を図るためには、特にトラクターとその作業機の導入による農業の機械化は急

務であり、農業省の進める農業機械化の方針にも合致している。また、表5-3に示すとおり、トラ

クターによる作業能率は2.5h/haであり、一日あたりの作業時間を8時間、大雨季前の耕作期間を

長めに見積もって30日とすると、「エ」国の耕作面積451,294ha（2004年）を耕作するためには、

約4,700台のトラクターが必要である。一方、農業省が過去に2KRで輸入したトラクターが合計248

台、他国の援助により輸入・販売されたトラクターが29台、政府の賃耕サービスに利用されてい

るトラクターのうち稼動しているものが約200台、これらに加え民間による輸入が年間20～30台程

度であることを考慮しても、国内で稼動しているトラクターは500～600台程度と見積もられる。

したがって、要請台数120台は必要量の範囲内であり、妥当であると判断できる。 

 

表5-3 トラクター必要台数 

 

これらのトラクターは、全国の村落及び農業協同組合に販売され、当該地域農家に対する賃耕サー

ビスに使用される計画である。これは、農業省が実施している賃耕サービスを補完するものと位置付

けられる。 

 

(4) ディスクプラウ 4 条 (40 台) 

(5) ディスクプラウ 5 条 (80 台)  

(6) ディスクハロー 20”x24 (40 台) 

(7) ディスクハロー 20”x28 (80 台) 

これらの品目は、“（２）及び（３）”の「トラクター」に装着して、畑地の耕起作業または砕土整

作業能率
1日あたりの
稼働時間

耕起日数 対象面積 必要台数 要請台数

2.5h/ha 8h 30日 451,294ha 4,700台 120台
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地に使用される基本的な作業機である。今次要請 2KR での対象作物は全て畑作物が対象となっている

こと及び「エ」国において販売実績のある使い慣れた機材であることから、要請内容は妥当と判断さ

れる。また、トラクターは本作業機との併用が必要不可欠であり、本機材とセットで販売される予定

であることから、要請数量も妥当と判断される。 

 

(8) トレーラー 5t (120 台) 

トラクターでけん引する運搬用作業機であり、種子、肥料、農業機械等の農業資機材、及び農産物

等の運搬に幅広く利用される。2001 年度の 2KR では、トラクター91 台に対し、本品目 16 台を調達し

たが、「エ」国においてトラクターを購入する農家は、ディスクプラウ、ディスクハローのみならず、

通常本品目も併せて購入するため、トレーラーを入手できなかった農家から不満が農業省に届いた。

この経験を受け、本品目もトラクターとセットで販売する予定としていることから、トラクターと同

数の要請数量 120 台は妥当と判断される。 

 

(9) 灌漑ポンプ 4”x4 (200 台) 

畑への灌漑を目的として使用される揚水ポンプで、「エ」国では、比較的地下水位の高い地域の

浅井戸やワジに滞留した川水を周囲の畑地に灌漑するために用いられる。 

降水量の少ない「エ」国では農業用水の確保は食糧増産の為には必要不可欠かつ急務であり、

需要は非常に高い。「エ」国の民間ディーラーが年間500～1200台程度の灌漑ポンプを輸入・販売し

ていることからも（表3-3参照）、そのニーズの高さがうかがえる。また、表5-4に示すとおり、2KR

で調達する灌漑ポンプの購入を希望している農家が全国で217人おり、調達数量が確定した後、購

入者を選定し販売する予定である。 

なお、過去5年の調達実績から見て国内需要が増加傾向にあることから、2KRで要請数量の200台

を調達しても、国内の需要を満たせるものではなく、国内の民間ディーラーに与える影響も少ない

ものと判断される。 

 

表5-4  灌漑ポンプの購入希望者数 

         （出所：農業省）  

州 購入希望者（人）

マエケル 20

デバブ 110

アンセバ 40

ガシュ･バルカ 0

北紅海 47

南紅海 0

合計 217
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(10) エクスカベーター 140 馬力 （1台） 

履帯（クローラー）式走行装置の上部に360度旋回する掘削作業装置を装荷した構造で、土砂、石

礫地等において機体設置面の上部または下部を掘削するのに適した掘削専用の建設機械である。 

本機材は他の要請機材とは異なり、農業省が所有し、井戸の掘削及び補修を必要としている農家に

対し賃貸する計画である。農業省が現在保有しているエクスカベーターは、1996年度の2KRで調達さ

れた1台のみであるが（納品は1998年）、浅井戸による水の確保が可能な地域では浅井戸と灌漑ポンプ

による灌漑システムが導入されてきており、新規の井戸の掘削及び維持管理には台数が全く不足して

いる。 

既存のエクスカベーターは、農業省の報告によると年間312日稼動しており、フル稼働状態にある。

管理状態は非常に良好で現在でも稼動している。また、本機材は700ナクファ/時間で受益農家に貸し

出されている。作業は農業省のオペレーターが行い、農家自身が作業することはない。 

以上より、灌漑農地の早期拡大のため、さらに1台のエクスカベーターを調達することは妥当であ

ると判断される。また、調達適格国は原産国を日本に限定した場合輸送費用が著しく高くなり、援助

効果を損なう可能性があることから第三国調達とし、品質に問題のないDAC加盟国とすることが適当

である。 

なお、本機材は汎用性が高く食糧増産以外の目的に使用することも可能であるため、目的外使用を

防止するための措置として農業省に運行実績の記録を義務付け定期的なモニタリングを行っていく

必要がある。 

 

 以上の検討の結果、選定品目及び数量は表 5-5 のとおりである。 

 

 

表 5-5 選定品目及び数量 

カテゴリー 資機材名 仕様 数量 

肥料 尿素 46%N 6,000 Mt 

トラクター 80 馬力 40 台 

トラクター 100 馬力 80 台 

ディスクプラウ 4 条 40 台 

ディスクプラウ 5 条 80 台 

ディスクハロー 20” x 24 40 台 

ディスクハロー 20” x 28 80 台 

トレーラー 5 t 120 台 

農業機械 

灌漑ポンプ 4”x 4” 200 台 

建設機械 エクスカベーター 140 馬力 1 台 
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5-3 調達計画 

 

(1) スケジュール案 

「エ」国の降雨期は 6 月中旬～9 月中旬の大雨季と 2 月～3 月の小雨季に集中しており、年平均降

雨量は、高原地域では 500～650mm、低地では 200～400mm と極めて少ない。従って、図 5-1 に示すと

おり、作期の長い作物は 2 月～3 月の小雨季に耕起・播種を行い、5 月には施肥を行うので、資機材

は配布にかかる期間を考慮して、遅くとも 2月～3月頃にはアスマラに到着することが望ましい。 

 

図 5-1 作物別栽培カレンダー 

                                 (出所：農業省) 

 

(2) 調達先国 

 これまで、2KR 資機材の調達先国に関しては「エ」国の要望どおり、競争性及び品質の確保とい

う観点から基本的に DAC 加盟国に限定した。 

ただし、灌漑ポンプに関しては DAC に加え、トルコの製品も調達の対象としてきた。これは、「エ」

国では DAC 製品に加えてトルコ製灌漑ポンプが広く普及しており、トルコ製品はこれら機材の主たる

使用者である農民に馴染みのある調達先国であること、及び DAC 製品のみならずトルコ製品はアフタ

ーセールスサービス体制が整備されていること、更にはトルコを調達先国に加えることで、輸送費の

軽減及び輸送期間の短縮が期待できるとの理由による。 

したがって、灌漑ポンプについては、競争性を拡大し、可能な限り価格を下げるため、調達適格国

としてトルコを加えることが望ましいと考えられる。 

これまで｢エ｣国に対して実施された 2KR では、肥料についてはヨーロッパ製及びアメリカ製、農業

機械はヨーロッパ製、日本製及びトルコ製（灌漑ポンプ）が調達されてきており、調達適格国の設定

について問題が生じたことはない。 

 以上の観点から、調達先国は従来どおり DAC 加盟国及び一部機材については DAC 及びトルコとする

ことが妥当であると判断する。 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

小麦 △－○ □ ◎　◇

大麦 △－○ □ ◎　◇

ソルガム □ ▲ ◎　◇ 　△　 ○

ミレット △ ○ □ ▲ ◎ ◇

トウモロコシ □ ▲ ◎　◇ 　△　 ○

テフ △ ○□▲ ◎　◇

耕起：△     播種／植付：○     施肥：□     防除：▲     収穫：◎     脱穀：◇
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5-4 調達代理方式 

従来の調達監理方式に変わる新しい調達方式として、「エ」国側に調達代理方式の説明を行った。 

新方式導入による効果等を記述した説明用資料を提示して、従来の方式（調達監理方式）との違い

や特徴等を比較対照し、説明した。「エ」国側は、新方式の仕組につき理解したものの、施主である

エリトリア政府の立会いの下で入札会（開札を含める）及び入札評価が行われことを希望している。 
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第 6 章 結論と提言 

6－1 結論 

 

本調査の結果、「エ」国への 2KR 供与にかかる評価は、下表 6-1 のとおりとなる。 

 
表 6-1 平成 16 年度 2KR 調査 評価表 

評価項目 判定結果 

上位計画との整合性の確認  

上位計画に食糧増産が明記されている。 ○ 

上位計画と 2KR との間に整合性が見られる。（目的、対象地域、対象農家、

配布方法、他の政策との連携など） 

○ 

ニーズの確認  

要請資機材は広く使用されている一般的な資機材である。 ○ 

これまでに 2KR で調達された資機材の不良在庫は無い。 △ 

実施体制の確認  

資機材の配布・販売にかかる実施体制や手順を規定した法規やマニュアル

等が存在する。 

△ 

2KR 実施の担当機関、担当部署、担当者が決められている。 ○ 

見返り資金の積立て・管理にかかる実施体制や手順を規定した法規やマニ

ュアル等が存在する。 

△ 

見返り資金積立ての担当機関、担当部署、担当者が決められている。 ○ 

資機材の配布・販売後のモニタリング・評価が実施されている。 △ 

政府間協議（コミッティ）が開催されている。 ○ 

見返り資金の積み立て・活用の確認  

見返り資金が計画通り積立てられている。 ○ 

見返り資金の積み立て状況に係る四半期報告が行われている。 ○ 

見返り資金の使途協議が行われている。 ○ 

見返り資金プロジェクト実施報告が行われている。 実績なし 

新供与条件の同意の確認  

四半期に一度の連絡協議会の開催 ○ 

ステークホルダーの参加機会の確保 ○ 

見返り資金の外部監査 ○ 

その他（広報など）  

資機材の引渡し式が開催されている。 △ 

2KR に関する広報が行われている。 ○ 

見返り資金プロジェクトの広報が行われている。 実績なし 

 

評価項目を満たしている。 ○ 

評価項目を満たしていないが改善の方策をとっている。 △ 

評価項目を満たしていない。 × 
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「エ」国は、国家開発計画の中で食糧安全保障及び貧困削減を基軸とし、経済社会開発の中心を農

業振興においており、特に土壌・水保全と食用作物の増産を重点施策としている。農業人口は全労働

人口の約 8割に及び、同国における農業振興は、農業生産性の向上のみならず、国家の社会的・経済

的な安定性の確保にとって極めて重要な位置づけとなっている。 
このため｢エ｣国政府は、各地に配置された農業普及員による技術指導等の農業普及活動及び農業資

機材の販売におけるクレジットサービスの提供等を通じ、積極的に地方の農業振興を図っている。 
しかし、同国では民間ベースの農業資機材流通量が極めて少ない。特に肥料は民間市場が成立して

おらず、海外からの援助に依存しているため、農家は充分な量の肥料を入手できない状況である。 
また、農業機械も民間による輸入量が国内需要を満たしておらず、農家は政府による農業資機材の調

達を期待せざるを得ない状況にある。 
一方、販売配布や見返り資金の管理のガイドラインや引渡し式の実施等、未だ同国の実施体制に改

善の余地はあるものの、これらに関しては改善に向けた努力を約束しており、過去の実績も踏まえた

適正な実施が可能であると見込まれる。 
以上より、同国に対する本年度2KRの実施は妥当であると考える。 

 
 

 

6－2 提言 

 

過去に我が国が実施した 2KR の問題点や関係者からのヒアリング及び指摘事項を踏まえ、「エ」国

における 2KR に関して、以下のとおり留意事項をまとめ、提言を行なう。 

 

(1)  過去に 2KR で調達した機材の在庫について      

過去の 2KR で調達した資機材について、農業省より表 6-2 のとおり 2004 年 10 月現在の在庫リ

ストが提出された。カテゴリー毎の在庫状況及び今後の配布計画について以下に詳述する。 

 

 

表 6-2 2KR 調達資機材の在庫リスト 

（出所：農業省）  

 

(ア) 肥料 

肥料については、2001 年度調達の DAP（2003 年 3 月納品）に調達数量 946.05t のうち 705.5t

の在庫がある。これは、2003 年の旱魃による農家の購買力の低下により、販売予定数量を下回っ

カテゴリー 品目 調達年度 調達数量 在庫量

肥料 DAP 2001 946.05t 705.5t

農薬 カルバリル85％WP 2001 5,960kg 4,960kg

農業機械 肥料散播機 1999 51台 2台

施肥播種機 1999 20台 15台

噴霧機（トラクター搭載型） 1999 3台 2台

溝堀機（トラクター搭載型） 2000 10台 1台

噴霧機（トラクター搭載型） 2001 15台 13台
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たものであるが、農業省では、農家の購買力の回復状況及び同肥料の需要等から判断し、次の施

肥時期までには完売すると見込んでいる。販売価格は、1999 年度及び 2000 年度と同様、147 ナ

クファとする予定である。本品目を 1999 年度及び 2000 年度に調達した際には、それぞれ 1,350t

及び 1,457t を 1 シーズン（1年間）で完売していることから、現在在庫となっている 705.5t は、

農家の購買力が通常の水準まで回復すれば、販売価格を据え置いても充分 1シーズンで消費可能

な数量である。 

農業省による今後の販売計画を表 6-3 に示す。なお、各州への配布量は、農業省が各州での過

去の消費量、需要調査の結果、作物生産量、耕作面積及び農家の購買力等を総合的に勘案し決定

しており、主要食用作物の施肥時期（4月以降）に合わせて配布する計画である。 

 

 

表 6-3 DAP の販売計画 

              （出所：農業省） 

 

同年度に調達した尿素 728.4t は完売している。DAP も尿素と共に同国では需要が高い品目であ

るが、上述の資金難のため比較的安価な尿素が優先的に購入されたものと考えられる。「エ」国

では、当面肥料の調達予定はなく、次期施肥シーズンに販売されるのは現在在庫となっている DAP

のみであることから、農業省の配布計画は妥当なものと判断する。 

 

  (イ) 農薬 

農薬については、2001年度に調達したカルバリル85％WPについて総調達数量5,960㎏のうち、

各州の在庫を含めて 4,960 ㎏の在庫が報告された。調査団は中央倉庫を中心に現地視察を行い、

農薬の保存状況が良好であることを確認（冒頭写真参照）の上、エリトリア政府より 3～5 ヶ月

の間に使用する計画につき説明を受けた。農薬の有効期限は表示上は2005年 2月までであるが、

これまでの保存状況や成分変化の状況を調査するために念のため日本にてサンプル試験（成分試

験）を行い、2006 年 12 月までの有効性を確認した。 

エリトリア政府は、本農薬を、主にソルガム、ミレット及びトウモロコシの害となるコガネム

シの幼虫及び蛹に対して使用しているが、使用方法・使用量ともに、FAO の基準等を基に作成さ

れた「エ」国農業省のマニュアルに則っており、適正使用は確保されている。当方からは、環境

や人間に悪影響を与えないようガイドラインに基づいて適正に使用するよう、また、オブソリー

ト化しないよう十分に配慮し、計画に基づいて使用するよう申し入れるとともに、使用状況につ

いて当方に密に報告するよう要請し、先方はこれを了承した。（その後の報告により、2005 年 4

月時点で残りは中央倉庫の 890 ㎏のみであり、この在庫も本年 7月までに使用する予定としてい

る。） 

 

配布先 配布量(t) 配布時期

マエケル州 141.1 2005年1月～2月

デバブ州 282.2 2005年1月～2月

ガシュ・バルカ州 141.1 2005年3月

アンセバ州 141.1 2005年2月～3月
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(ウ) 農業機械 

1999 年度、2000 年度及び 2001 年度において、一部の農業機械（作業機及び農薬散布機）に在

庫がある。作業機については、「エ」国の農家にとって、ディスクプラウ等の必要不可欠な作業

機と比較して購入の優先度が低かったことが原因と考えられるが、いずれも少量であることから、

農業省では、今後農業普及員による農家への使用方法・効用等に関する指導を通じ需要拡大が進

めば完売できるとしている。 

また、今後の販売状況に改善が見られない場合は、機材の値下げも有効となる。現在農業機械

の販売価格は、調達価格（ＣＩＦ価格）にマッサワ港からアスマラまでの輸送費を加えた額とし

ているが、在庫品はトラクターや灌漑ポンプと異なり民間市場と競合しないため、値下げにより

民業を圧迫することはない。 

上記の努力によっても需要の拡大が見込めず個人農家への販売が困難と判断される場合は、平

成 16 年度調達予定のトラクター及び作業機の配布計画と同様、販売対象をより購買力の高い村

落または農業協同組合とし、それらが機材の管理、賃貸サービス及び使用方法・効用等に関する

指導を行うことで有効活用が確保されると考えられる。 

なお、今次 2KR の要請機材は、需要が高く、過去の調達分は全量配布済であるため、今次調達

においても在庫となる可能性はないと考えられる。 

 

上記(ア)～(ウ)で記述した在庫品の販売･配布計画に関しては、今後も「エ」国側からの進捗

報告を求め、随時確認していくとともに、状況によっては、コミッティ会議やモニタリング報告

等の機会を捕らえて、迅速かつ適切な改善を促していく必要がある。 

 

(2) 農業資機材の普及による食糧増産 

「エ」国は、国会開発計画の中で農業資機材の普及・農業の近代化による食糧の増産を掲げている

が、農業資機材の国内供給量が不足しており農業の近代化が困難な状況にある。この原因としては以

下の点が挙げられる。①「エ」は独立（1993 年）後間もないため農業資機材の民間市場が未だ十分

に機能しておらず、国内流通量が少ないため農家が購入できない。②農業省が農業資機材購入のため

の予算を持っていない。③当面は海外からの援助に依存せざるをえない状況にあるが、海外からの援

助は不定期であり、かつ国内需要量を充足していない。 

このような状況下で、農家に農業資機材を利用する農法が定着し、農業資機材の普及を実現するには、

民間市場が活性化するまでの一定期間に継続的・集中的な支援が必要かつ効果的であると考えられる。

継続的な支援により国内の潜在需要が顕在化されれば、民間市場が活性化され、農家が資機材にアク

セスしやすくなるものと期待される。現在のところ農業資機材の支援を行っているのは我が国 2KR

のみとなっている中、2KR の果たす役割は重要である。また、集中投入の期間には、「エ」国による

農業近代化のための技術指導等の農業資機材に対する需要拡大のための努力を併せて行うことが不

可欠である。 

 

(3) 灌漑農地の拡大 

「エ」国の 9 割以上の農地では天水依存型の農業が営まれており、天候の影響を受けやすいため、

収穫量が安定せず、既に第 3章 3-1 で述べたとおり慢性的に生産性が低い。一方、農業省によれば農

地の灌漑率は、4.4％に止まっているが、灌漑設備を利用した農業が定着している地域では、通年で

水を確保できることから収穫量は安定する上に、年に 2回の収穫が可能となっている。また、溜池や

地下水の利用が可能な地域でさらに灌漑設備を普及させることは、「エ」国が国家開発計画に掲げる
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食糧安全保障を確保するための有効な手段であると考えられる。これまで同様、2KR を利用し需要の

高い灌漑ポンプを調達すること、また、浅井戸の掘削に使用されるエクスカベーターを併せて調達す

ることで、2KR を効果的に利用できると思われる。 

 

(4) 見返り資金の有効活用 

「エ」国では、過去 5年度に渡り供与されてきた 2KR の見返り資金が順調に積み上げられている。 

第 4章で述べたとおり、現在のところ 2KR 資機材購入者に対する取扱説明及び操作訓練にかかる経

費として見返り資金の使用が計画されている。同事業は、2KR を補完するものであると共に、小規模

農家に直接裨益するものである。今後はさらに、2KR 資機材の購入対象者以外の農家に対しても、農

業資機材の普及活動を行い、需要の拡大を目指すことが肝要であり、国家開発計画の実現に向けて農

業省の活動を拡大するための資金として活用されることが望ましい。 
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